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１．はじめに 

 

（１）研究の背景 

児童が巻き込まれる事件・事故はここ数年で急増し

ており，既存の調査によると，多くの小学校区で四割前

後の子供が高学年になるまでに犯罪の危険に遭遇してい

ることが報告されている１）．これらの犯罪に遭遇する

場所の半数以上は学校周辺の路上であり，登下校中の児

童を狙った犯罪が多いことの現れである． 

このように登下校時の児童の安全確保が急務とされ

る現在，警察や自治体，学校，PTA，地域住民などによ

り様々な取り組みがなされている．  

一方近年ではまちづくり・都市計画レベルでの防犯

対策が注目され始めている．これは防犯環境設計（CPTE

D）という，「物理的環境を適切に設計・利用すること

で，人の心理や行動に影響を及ぼし，未然に犯罪の発生

を防ぐ手法」に基づくものである２）．CPTEDは条件が揃

えば犯罪を遂行する機会犯罪などに有効とされ，そのこ

とから子どもを対象とした犯罪の防止に対しても効果的

であるとされる． 

また，児童対象犯罪の多くが路上で発生しているこ

とを考えると，登下校時の児童の安全を論じる上では道

路の構造や交通量を考慮した防犯対策を無視することは

できないと考える． 

以上より，CPTED手法に基づいた安全・安心な通学路

設計のためには具体的かつ定量的な知見を得ることが重

要であると考え，本研究の目的とする． 
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（２）既存研究と本研究の位置づけ 

都市計画分野において犯罪やCPTEDを扱った研究は少

なくはない．子どもが犯罪に遭遇する空間を調査・分析

した中村の著述１），放火発生場所の位置・用途・着火

物に関してデータを用いた分析を行った樋村らの研究
３），統計分析により放火犯罪の類型化と犯罪空間概念

との関係性を示した伊藤らの研究４），歩行経路上での

犯罪発生状況と不安感の発生構造と各経路属性の相関に

ついて主成分分析を行った野田５）の研究などが挙げら

れる． 

それでも，子どもを対象とした通学路上の犯罪に関

する既存の研究は主に防犯マップづくり等の防犯対策自

体の分析・評価にとどまったものが多く６），７），子ども

対象の犯罪の発生空間についての分析を行ったものにつ

いても，通学路の環境と犯罪発生の関係を定量的に扱う

ものは少ない．CPTED手法に基づいて犯罪発生空間の分

析を行ったものについても，建築物や施設の配置や土地

利用に焦点を当てたものが多く８），９），交通施設や交通

規制について論じられることは少ない．  

これに対し本研究では，子どもを対象とした犯罪の

発生空間としての通学路に着目し，交通量や沿道の状態，

路上物件などの施設にかかる要因と犯罪発生および不審

者出没の関係について統計分析を行う． 

 

２．子どもを対象とした犯罪の傾向と特徴 

 

 研究の手がかりとして，まずは子どもを対象とした犯

罪の傾向と特徴についての検討を行う．データとして20

07年7月から2008年8月までに福岡県警によって配信され

た「ふっけい安心メール（以下防犯メール）」を用いた．

防犯メールでは福岡県警所轄の警察署および交番への通

報をもとに，発生日時・場所・被害者と加害者の性別・

世代層・交通手段・被害状況（未遂含む）などが公表さ

れている． 

これによると子どもが一般にいう「刑法犯」，特に

ひったくりや車両盗，強盗，詐欺等の財産犯，知能犯の

被害者になることは極めて少なく，声かけやつきまとい

等の軽犯罪に分類されるものが多くを占める．しかしな



がら，子どもを対象とした軽犯罪は誘拐等の重大な犯罪

に発展する可能性もある．   

 以上のような理由により，防犯メールデータ1915件の

うち財産犯や知能犯を除く，子どもが被害対象となりう

る事例1099件を抽出し，集計を行う．内訳としては下半

身露出324件，痴漢320件，声かけ232件，つきまとい104

件，不審行為87件，暴力行為29件，その他13件である．

ここでいう不審行為とは，「突然大声をあげる」，「物

陰から見つめる」など具体的被害はないものの，行動対

象者あるいは周辺に脅威となる行動をさす． 

 対象事例の被害者属性を図－１に示す．最も多いのが

一般の38％であり，次いで小学生が23％，中学生が10％，

高校生が9％を占める．また各属性の全て，あるいはほ

とんどが女性である．事例ごとにみると，下半身露出や

痴漢などの性的犯罪では一般女性が多くを占めるのに対

し，声かけ（68％）・つきまとい（48％）・不審行為

（46％）では小中学生が被害者の半数近くを占める． 

次に発生現場属性を図－２に示す．被害者属性全体では

路上での発生がほとんどである．小中学生についても同

様の傾向を示し，路上で被害に遭遇するケースが全体の

76％を占める．また，発生時刻分布は図－３のようにな

った．被害者属性全体では夕方から夜間にかけて多く発

生するのに対し，小中学生については15時から18時まで

の時間帯が突出して多い．以上のことから，小中学生は

登下校時の路上周辺で犯罪に遭遇するケースが多いと言

える． 

 

３．通学路上での犯罪発生に関する要因分析 

 

（１）子どもを対象とした犯罪に関する仮説と分析

方法 

声かけやつきまとい，不審行為といった通学路周辺

で起こる，子どもを対象とした犯罪の多くは機会犯罪に

分類される．対象となる子どもが，ある要因が揃った空

間に存在する時に犯罪遭遇の危険性が高まる．つまり，

空間を構成する要因（以下空間構成要因）には犯罪を誘

発するもの，あるいは逆に抑制するものがあり，それら

要因が操作可能であれば犯罪の危険性も変化させること

が可能であると考えられる． 

ここでいう空間構成要因には，地区の人口構成など

といった人にかかるものと，建物の配置や道路構造など

施設にかかるものがある．本研究では，このうち施設に

かかるもの，特に道路構造や路上設置物，交通量のよう

な道路交通に関する空間構成要因を主な対象として，犯

罪および不審者出没との関係性の定量化を試みる． 

その中でも対象とする要因としては，監視性に関す

るものを想定している．監視性とはCPTEDでも挙げられ

る犯罪制御要素の一つであり，犯行を監視・目撃する可

能性を意味する．監視性には静的なものとして沿道施設

の種類や窓・塀や壁・出入口の有無，電柱などの路上物

図－３ 発生時刻（全属性・小中学生） 
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図－２ 発生現場属性（1099件） 
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図－１ 被害者属性（1099件） 
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件の有無，動的なものとして交通量によるものが考えら

れる．以下それぞれを静的監視性・動的監視性とよぶ． 

分析手法については，質的なものを含む要因の有無

を変数として扱うこと，またそれぞれの要因の寄与度を

数量的に表現できることより，数量化Ⅱ類を用いること

とする． 

 

（２）分析データの概要 

福岡市内の同程度の面積を有する三校区の安全・安

心マップを用いた．これらは校区ごとに小学生とその保

護者が主体となって作成されているため，主に小学生を

対象としたものであると考えられる．校区の選定基準は，

先に述べたような人的要因等，ほかの要因の影響を排除

する目的と，学校施設の性質上，周辺には住宅地が多い

という理由から，都心部や繁華街ではない典型的な住宅

街とした．そのほかの規準としては，通学路特定のため

街路が明確に記入されていること，犯罪発生地点および

不審者出没地点が多数記載されていることである． 

三校区のマップに記載されている犯罪発生地点およ

び不審者出没地点は合計28箇所である．不審者出没に関

しては，犯罪と規定されるものではない場合もあるが，

重大な犯罪につながる可能性があることを考慮し対象と

した．「夜道注意」，「人通りが少ない」などの犯罪不

安喚起地点については，実際の犯罪発生地点と必ずしも

一致しないという知見が文献１０）－１２）より得られたため，

今回は除外した． 

空間構成要因に関するデータは，道路交通に関する

空間構成要因のうち，静的監視性・動的監視性に関する

ものを地図情報および現地調査により収集した．犯罪発

生地点および不審者出没地点と，比較のために各校区の

通学路上，もしくは通学路につながる細街路上でランダ

ムに選んだ発生・出没地点以外の地点（ランダム地点）

44箇所からデータを抽出した． 

 静的監視性に関するデータについては，沿道の店舗・

窓・駐車場・建物出入口・空き地・壁・電柱の有無につ

いて現地調査により収集した．発生・出没地点とランダ

ム地点の沿道状況の比較を表－１に示す．これによると，

発生・出没地点の方がランダム地点より空地や壁，電柱

が周辺にある割合が高い．これらは監視性を低下させる

ことが考えられるため，発生・出没地点の方が監視性が

低い傾向にあると言える． 

 動的監視性に関するデータとしては交通量を用いる．

児童の下校時間帯の15時から17時の間に対象地点を通過

する自動車・バイク・自転車・歩行者の5分間交通量を

測定した．歩行者については目撃が犯行の妨げとなりう

る大人のみをカウントした．集計の結果，発生・出没地

点の平均5分間交通量が9.93（台・人/5分）なのに対し，

ランダム地点は18.59（台・人/5分）であった．これよ

り，犯罪発生および不審者出没地点は交通量が少なく，

動的交通量が低い傾向にあると言える． 

 

（３）分析結果 

 以上のデータをもとに，各要因の影響度を数量化Ⅱ類

により算出した．結果は，犯罪および不審者は発生・出

没する，しないの2つに分類するため，分析では1つの軸

により判別される．沿道状況のカテゴリ分類はすべての

要素を有・無に分けて7つのカテゴリとした．交通量に

ついては，発生・出没地点での平均交通量を基準に10

（台・人/5分）以上・未満に分け，全部で9つのカテゴ

リで発生・出没現場かどうかの判別を行った． 

 分析の結果，72地点中55地点が的中しており，的中率

は76.4％となった．得られたアイテムレンジを図－４に，

各項目のうち，数値が大きい方のカテゴリ数量を図－５

項目 
発生・出没地点 

（％） 

ランダム地点

（％） 

店舗 3.6 18.2
窓 53.6 75.0

駐車場 28.6 43.2
出入口 57.1 65.9
空き地 25.0 20.5
壁 78.6 47.7
電柱 32.1 25.0

表－１ 沿道状況の比較 

図－４ アイテムレンジ 

図－５ カテゴリ数量  



に示す．アイテムレンジは，その有無にかかわらず各要

因の影響度を表す．結果より壁の数値が最も大きく，次

いで出入口，店舗，窓の順となった．一方空き地・電

柱・駐車場の数値は小さく，影響度はさほどないとみら

れる．カテゴリ数値は正の値となる項目は犯罪発生・不

審者出没にプラスに働き，逆に負の値を示す項目はマイ

ナスに働くことを意味する．また，カテゴリ数値の絶対

値が大きいほどその影響度も大きい．これより，周辺に

空き地が存在し，建物の出入口や窓がない路上では犯罪

発生や不審者出没の危険度が高い傾向にあり，逆に駐車

場や店舗が存在し，壁がなく，交通量が多い路上では危

険度が低い傾向にあると言える．それぞれの影響度をみ

ると，店舗があることが最も小さい数値となり，次いで

壁がないこと，交通量10（台・人/5分）以上となってい

る．これらは犯罪発生や不審者出没を抑制する働きが大

きいことを意味する．逆に出入口なしが最も大きな値を

とり，次いで窓なしとなっている．これらは犯罪発生や

不審者出没を逆に誘発する働きがあるとみられる．なお，

駐車場に関しては仮説の段階では監視性が低い要因と想

定していたが，今回の結果では駐車場ありの項目がマイ

ナスの数値となった．これは対象時間帯が夕方のため，

駐車場利用者の存在が影響していると考えられる． 

 

４．結論 

 

 本研究では，CPTED手法の視点に基づいた通学路設計

のための具体的・定量的な知見を得ることを目的とし，

道路構造や路上設置物などの道路交通に関する空間構成

要因と犯罪発生および不審者出没との関係性の分析を行

った．これは，子どもを対象とした犯罪の多くが下校時

の通学路上で発生する機会犯罪であるという前提と，道

路交通に関する空間構成要因が犯罪発生に影響を与えて

いること，またそれらの変化によって犯罪発生も変化す

るという仮説にもとづく． 

 結果として静的・動的監視性に関する道路空間構成要

因が犯罪発生・不審者出没に与える影響度を定量的に表

現することができた．これらの要因は操作可能であり，

整備や規制による犯罪発生を誘発しうる要因の排除，あ

るいは抑制しうる要因の設置・強化などの操作で道路空

間における犯罪遭遇の危険度を変化させる可能性がある

ことを示している． 

 今回は分析に犯罪発生現場とランダム地点に関するポ

イントデータを用いた．しかしながら，通学路上での子

どもを対象とした犯罪発生はターゲットとなる子どもの

存在が前提となるため，道路ネットワーク構造等に左右

されるとも考えられる．空間構成要因と犯罪発生の関係

性をより明らかにし，安全・安心な通学路設計をより具

体化するためには道路ネットワークや道路区間単位によ

る線的あるいは面的な分析と検証が必要である． 
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